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1. 現実として起きている変化1. 現実として起きている変化
建設業界では、ここ数年で倒産件数が大幅に増加しています。特

に2022年以降は、「資材価格の高騰」「人手不足」「2024年問題」など

が重なり、企業体力を奪い続けています。

2. これによるユーザー不安2. これによるユーザー不安
建設業者がプロジェクト途中で倒産した場合、施主は深刻な結果

に直面します。前払金の損失、プロジェクトの中断、代替業者の

発見の困難さ、完成のための追加費用、精神的・金銭的苦痛などが挙げられま

す。また、倒産に至らないまでも、「工事内容の不備」「追加請求の不透明さ」「遅

延や説明不足」などを含む広範な住宅トラブルは依然として蔓延しています。実

際、住宅相談の公的窓口である「住まいるダイヤル」には、2023年度だけで約3.2

万件の新規相談が寄せられ、その約62%（20,000件超）が住宅トラブルに関する

ものでした（住宅リフォーム・紛争処理支援センター調査）。特に近年は、施工

ミス・契約トラブルといった“品質”や“信頼性”に関する相談が増加傾向にあり、

倒産していなくても不安や不信が顕在化している現状を示しています。

3. 変動する市場におけ3. 変動する市場におけるる「「完成保証完成保証」」の重要性の高まりの重要性の高まり
2022年以降の倒産件数の増加は、「完成保証」制度に対する関心と需要の高まりを強く示唆しています。

合理的な施主ほど、万一に備えた制度に注目するようになります。

4. 建設業者にとっての意義4. 建設業者にとっての意義
完成保証制度は、政府（国交省）の支援下にある仕

組みであり、登録業者は一定の財務健全性と体制を

有すると見なされます。特に中小工務店にとっては、

信頼性を可視化し、競合他社との差別化を図る有

効なツールです。保証制度への登録は単なる形式で

はなく、“信頼の証”としてマーケティング・営業の

大きな武器になります。

日本の建設および建築業界は、特に2023年から2024年にかけて、資材価格の高騰、人手不足、そして「2024年

問題」といった要因により、倒産や関連トラブルが著しく増加しています。実際に工務店倒産件数は過去10年で

最多。この不安定な環境は、住宅建設を検討する消費者にとってのリスク認識を根本的に高めています

ユーザー不安拡大か、 完成保証加入件数増加ユーザー不安拡大か、 完成保証加入件数増加

出典：帝国データバンク

出典：弊社営業担当調べ

＝倒産件数の推移＝

＝完成保証加入件数の推移＝
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1.GX補助金の終了を振り返る1.GX補助金の終了を振り返る
2025年7月22日19時10分58秒。GX志向型住宅に関する補助金申請額が予算上限に達し、

交付申請（予約含む）の受付が突如終了となりました。特に6月末から始まった賃貸物

件の申請解禁を機に申請件数が急増。直前の3連休だけで約30％、最終日には一気に

14％の予算が消化されました。

2. 各現場での混乱とその背景2. 各現場での混乱とその背景
想定を大きく上回るスピードで予算が消化されたことにより、申請が間に合わなかった

案件が全国で多数発生しています。中には「補助金は確実にもらえる」といった説明の

まま営業が進んでいた例もあり、施主との間で認識のズレや混乱が生じています。

3. 補助金3. 補助金はは““確実確実””ではないではない
こうした事例を見ると、あらためて補助金は確実にもらえるものではないことが分かります。補助金の性質上、「早い

者勝ち」「予算上限あり」「制度変更あり」などのリスクが常に存在します。営業の現場では、「もらえたらラッキー」

くらいの温度感で説明する慎重さが求められます。とはいえ、昨今の住宅市況を考えると重要な提案材料であること

も間違いがなく、非常に頭を悩ませる仕組みであるといえます。

4. 今後の補助金見通し4. 今後の補助金見通し
現段階では、GX志向型住宅の他予算への組み替えは行わない方針が示されており、追加予算に関する具体的な発表

もありません。ただし、国は「2027年のZEH基準引き上げ」、「2030年の省エネ基準のさらなる強化」といった将来的

な方向性に向け、着実に制度設計を進めていることから、今後も同様の補助制度が継続されることが見込まれます。

また、今回のような早期予算消化も、政策的には「順調な滑り出し」と受け止められている可能性があります。

5. では、 今なにをすべきか？5. では、 今なにをすべきか？
ひとつは、来年度予算への備えを早期に始めることです。昨年度は、11月29日に補助金制度の詳細が発表され、

11月22日以降に着手された物件（基礎工事以降）が補助対象となりました。これを参考にすれば、今後契約する物件

は、次年度補助金の対象になりうると見込まれます。

住宅購入資金の平均値、注文住宅は6,188万円住宅購入資金の平均値、注文住宅は6,188万円

GX志向型住宅補助金なき今、 なにをすべきなのかGX志向型住宅補助金なき今、 なにをすべきなのか
※はリフォーム資金 , 出典：国土交通省「令和 6 年度 住宅市場動向調査」

平均値 中央値
注文住宅 6,188 万円 5,030 万円
分譲戸建 4,591 万円 4,100 万円
分譲集合 4,679 万円 4,500 万円
既存戸建 2,917 万円 2,400 万円
既存集合 2,919 万円 2,560 万円

リフォーム住宅※ 154 万円 48万円

2025年7月22日。想定外のスピードで補助金申請が締め切られ、営業現場や設計担当に混乱が広がりました。

一体何が起こり、私たちは今後どう動くべきなのか。状況を振り返りながら考えます。

出典：国土交通省

GX 志向型住宅補助金推移

令和6年度住宅市場調査の結果がまとまった。この

調査は、住宅政策の基礎資料とするため、平成13

年度から毎年実施されている統計法に基づく一般統

計調査だ。令和5年度中(令和5年4月～令和6年3月)

に住み替え・建て替え・リフォームを行った世帯を対

象として、注文住宅、既存住宅、分譲住宅、リフォー

ム住宅など種類別に調査を行った。
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6. 同時に検討した6. 同時に検討したいい「「長期優良住宅長期優良住宅」」への切り替えへの切り替え
とはいえ、今回のように補助金制度には常に不確定要素がつきまといます。だからこそ、不確定な補助金だけに依存

するのではなく、長期優良住宅仕様という“基盤”を整えておくことが今後ますます重要です。

7. 改めて整理、 長期優良住宅のメリット7. 改めて整理、 長期優良住宅のメリット
メリット項目 内容例

補助金 80万円（子育てグリーン支援事業）※若者・子育て世帯に限る

住宅ローン控除 借入上限5,000万円（子育て世帯）、4,500万円（その他世帯）

固定資産税 減税期間が5年間（一般住宅は3年）

地震保険割引 最大50％割引　※耐震等級3の場合（一部民間保険会社）

登録免許税等 軽減措置あり

┗所有権保存登記 税率が0.1%（一般住宅は0.15%）

┗所有権移転登記 税率が0.2%（一般住宅は0.3%）

不動産取得税 控除額増額あり（長期：1,300万円、一般住宅：1,200万円控除）

シミュレーション例：長期優良住宅を選択した場合、補助金を除いても10年間で約400万以上※の金銭的メリットを受

けられる可能性も。さらに、GX志向型住宅と比較しても、「補助金単体では差があるものの、トータルでの金銭メリッ

トでは遜色なし」といえる。

※借入額5,000万円、返済期間35年、ボーナス返済なし、変動金利（0.780％）、元利均等返済、新築住宅、世帯年収700万円（ペアローン）、扶養

家族あり（19歳未満の子どもがいる世帯）。以上の条件において、長期優良住宅を購入した場合と一般住宅を購入した場合を比較した差

8. 理想8. 理想はは 「「GX志向型＋長期優良住宅」 の併用GX志向型＋長期優良住宅」 の併用
つまり長期優良住宅の認定をあらかじめ取得しておくことが、“補助金を確実にもらえる”という保証がないGX志向型

住宅の制度に対して、保険のような役割を果たします。実際、GX志向型住宅の補助金（最大160万円）が受けられなかっ

たとしても、長期優良住宅であれば補助金（最大80万円）に加え、税制優遇や地震保険割引などを通じて“実質的な

ロス”を大きく軽減することが可能です。そして言うまでもなく、GX志向型住宅レベルの省エネ性能を確保したうえで

長期優良住宅の認定を取得できれば、補助金・減税・保険優遇を含めた総合的な恩恵は最大化されます。

9. 最後に ：制度が整わない今こ9. 最後に ：制度が整わない今こそそ 「「選択肢」 を選択肢」 を
2026年度の補助金情報やローン控除要件はまだ不透明ですが、そんな今だからこそ、「複数の選択肢をあらかじめ提

示できる営業力」が信頼につながります。本誌では、引き続き国の動向や補助金制度の最新情報を追っていきます。

来たる制度変更に備え、共に情報収集と準備を進めましょう。今後の大まかなスケジュールは4面を参照してください。
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新設住宅着工統計
戸数 前月比 (%) 前年同月比 (%)

新設住宅合計 55,956 29.4 ▲ 15.6

利用関係別

持家 16,030 34.5 ▲ 16.4
貸家 24,289 28.6 ▲ 14.0
給与 562 12.4 10.2
分譲 15,075 26.4 ▲ 17.9

地域別

首都圏 20,803 23.1 ▲ 11.1
中部圏 6,697 20.3 ▲ 6.4
近畿圏 9,381 31.5 ▲ 13.5

その他の地域 19,075 39.9 ▲ 23.3

構造別 .
建て方別

木  造 33,794 37.6 ▲ 11.9
一戸建 23,125 33.2 ▲ 15.4
非 木 造 22,162 18.7 ▲ 20.6
共同住宅 19,169 19.7 ▲ 21.8

工法別

軸組木造 25,107 34.9 ▲ 14.2
在来非木造 15,607 25.8 ▲ 23.9
プレハブ 7,486 7.5 ▲ 9.6

2 × 4 7,756 47.7 ▲ 5.7

2025 年6 月の住宅着工統計調査
近畿圏内県別の新設住宅着工統計

滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山

住宅合計 467 1,467 4,397 2,422 343 285 
前年比 (%) ▲ 53.7 21.0 ▲ 19.6 ▲ 0.7 ▲ 25.6 12.6

持家 282 276 718 684 160 159 
前年比 (%) ▲ 10.5 ▲ 10.1 ▲ 5.0 ▲ 5.7 ▲ 11.6 ▲ 3.0

貸家 123 580 2,159 1,034 125 78 
前年比 (%) ▲ 58.7 ▲ 5.1 ▲ 22.6 51.6 45.3 56.0

給与 0 3 24 14 1 0 
前年比 (%) ▲ 100.0 ▲ 82.4 100.0 27.3 - -

分譲 62 608 1,496 690 57 48 
前年比 (%) ▲ 83.1 119.5 ▲ 21.8 ▲ 32.4 ▲ 70.6 23.1

うち集合 0 469 805 306 0 0 
前年比 (%) ▲ 100.0 290.8 ▲ 34.0 ▲ 47.5 ▲ 100.0 ▲ 100.0

うち戸建 62 136 673 372 57 48 
前年比 (%) ▲ 18.4 ▲ 13.4 ▲ 2.7 ▲ 13.1 ▲ 17.4 100.0

床面積 (㎡ ) 43,631 101,387 302,459 191,613 29,975 26,394 
前年比 (%) ▲ 48.1 11.7 ▲ 14.8 ▲ 8.5 ▲ 30.5 6.1

※▲は減少、無印は増加を表す　※単位が明記されていない数字は戸数　出典：国土交通省「住宅着工統計調査」

今年度概算要求公表今年度概算要求公表
予算執行に向けて準備を予算執行に向けて準備を
国土交通省は今年度、戸建て住宅の安全、省エネ、
子育て・高齢者対応、空き家活用など多様な課題
に対応する施策を展開。能登地震を受け耐震改修
補助を拡充し、既存住宅や GX 住宅への補助制度も
強化。三省連携で省エネ改修支援も推進しました。
来年度の概算
要求発表（8 月
末見込み）を
終え、予算編
成に注目が集
まります。

省エネ住宅表彰省エネ住宅表彰
ハウス・オブ・ザ・イヤー 2025ハウス・オブ・ザ・イヤー 2025
省エネルギー性に優れた住宅シリーズを表彰する
制度「ハウス・オブ・ザ・イヤー 2025」が開催さ
れます。審査は、省エネ性能値、快適性や再エネ
活用などの取り組み、普及への貢献の三つの視点
から総合評価され、各賞が授与されます。応募対
象は 2024 年 10 月〜 2025 年 9 月に竣工した新築
戸建シリーズ（3 棟以上）で、地域区分ごとに応募。
応募期間は 2025 年 10 月 15 日〜
11 月 10 日、結果発表は 2026 年 3
月予定。詳細は日本地域開発センター
HP へ。


